
 

 

 

 

 

 

 

 

 

吸収合併に係る事後開示書面  

（会社法第８０１条第１項及び会社法施行規則第２００条に定める書面）  

 

 

 

 

 

２０２４年７月１日  

 

 

 

 

 

 

日本情報クリエイト株式会社  

 

 

 

 

 

 

 

 



２０２４年７月１日  

 

吸収合併に係る事後開示事項  

 

 当社は、２０２４年５月２４日付で当社と株式会社リアルネットプロと

の間で締結した吸収合併契約に基づき、２０２４年７月１日を効力発生日

として、当社を吸収合併存続会社、株式会社リアルネットプロを吸収合併

消滅会社とする吸収合併（以下、「本件吸収合併」といいます。）を行いま

した。  

 本件吸収合併に関する事項は、下記のとおりです。  

 

記  

１．  効力発生日（会社法施行規則第２００条第１号）  

 本件吸収合併は、２０２４年７月１日に効力を生じました。  

 

２．  吸収合併消滅会社における法定手続きの経過（会社法施行規則第２０

０条第２号）  

（１）株主の差止請求（会社法第７８４条の２）の手続きの経過  

株式会社リアルネットプロは、当社の完全子会社であったため、株主

からの差止請求について該当事項はありません。  

（２）反対株主の株式買取請求（会社法第７８５条）の手続きの経過  

株式会社リアルネットプロは、当社の完全子会社であったため、反対

株主の買取請求について該当事項はありません。  

（３）新株予約権買取請求（会社法第７８７条）の手続きの経過  

該当事項はありません。  

（４）債権者の異議申述（会社法第７８９条）の手続きの経過  

    会社法第７８９条第２項及び同条第３項の規定により、２０２４年５

月２７日付の官報に本件吸収合併に対する公告をし、かつ同日付の電

子公告において、債権者に対し、本件吸収合併に対する異議申述の公

告を行いましたが、異議申述期限までに債権者からの申し出はありま

せんでした。  

 

３．  吸収合併存続会社における法定手続きの経過（会社法施行規則第２

００条第３号）  



（１）株主の差止請求（会社法第７９６条の２）の手続きの経過  

会社法第７９６条の２第１項の規定に基づく株主からの差止請求は

ありませんでした。  

（２）反対株主の株式買取請求（会社法第７９７条）の手続きの経過  

会社法第７９７条第３項及び同条第４項の規定により、２０２４年５

月２７日付で、株主に対し、株式買取請求の通知を行いましたが、会

社法第７９７条第１項の規定に基づく株主からの株式買取請求はあ

りませんでした。  

（３）債権者の異議申述（会社法第７９９条）の手続きの経過  

会社法第７９９条第２項及び同条第３項の規定により、２０２４年５

月２７日付の官報に本件吸収合併に対する公告をし、かつ同日付の電

子公告において、債権者に対し、本件吸収合併に対する異議申述の公

告を行いましたが、異議申述期限までに債権者からの申し出はありま

せんでした。  

 

４．  吸収合併存続会社が吸収合併消滅会社から承継した重要な権利義務

に関する事項（会社法施行規則第２００条第４号）  

 当社は、本件吸収合併の効力発生日をもって、資産、負債及びその

他の権利義務一切を承継しました。  

 

５．  吸収合併消滅会社の事前開示書類（会社法施行規則第２００条第５

号）  

 吸収合併消滅会社である株式会社リアルネットプロの事前開示書

類は、別紙のとおりです。  

 

６．  本件合併による変更登記をした日（会社法施行規則第２００条第６

号）  

    本件吸収合併による当社の変更登記申請及び株式会社リアルネッ

トプロの解散登記申請は、２０２４年７月１日に行いました。  

 

７．  前項に掲げるもののほか、本件吸収合併に関する重要な事項  

    該当事項はありません。  

 以上  

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

吸収合併に係る事前開示書面  

（会社法第７８２条第１項及び会社法施行規則第１８２条第１項に定める書面）  

 

 

 

 

 

２０２４年５月２７日  

 

 

 

 

 

 

株式会社リアルネットプロ  

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙 



２０２４年５月２７日  

 

吸収合併に係る事前開示事項  

 

 当社は、２０２４年５月２４日付で日本情報クリエイト株式会社との間

で締結した吸収合併契約に基づき、２０２４年７月１日を効力発生日とし

て、当社を吸収合併消滅会社、日本情報クリエイト株式会社を吸収合併存

続会社とする吸収合併（以下、「本件吸収合併」といいます。）を行うこと

といたしました。  

 本件吸収合併に関する事項は、下記のとおりです。  

 

記  

 

１．  吸収合併契約の内容（会社法第７８２条第１項）  

 ２０２４年５月２４日付で当社と日本情報クリエイト株式会社が締

結した吸収合併契約書は、別紙１のとおりです。  

 

２．  合併対価の相当性に関する事項（会社法施行規則第１８２条第１項

第１号）  

 当社と日本情報クリエイト株式会社は、完全親子会社であることか

ら、本件吸収合併に際して合併対価の交付はございません。  

 

３．  吸収合併に係る新株予約権の対価の定めの相当性に関する事項（会社

法施行規則第１８２条第１項第３号）  

 当社は新株予約権を発行しておりません。  

 

４．  計算書類等に関する事項（会社法施行規則第１８２条第１項第４号） 

（１）吸収合併存続会社  

  ①最終事業年度に係る計算書類等の内容  

     日本情報クリエイト株式会社の最終事業年度（２０２２年７月

１日～２０２３年６月３０日）に係る計算書類等は、別紙２のと

おりです。  

 ②最終事業年度末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等が

あるときは、当該臨時計算書類等の内容  



    該当事項はありません。  

 ③最終事業年度末日後の日に重要な財産の処分、重大な債務の負

担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象が生じた

ときは、その内容  

 該当事項はありません。  

 

（２）吸収合併消滅会社  

①最終事業年度末日後の日に重要な財産の処分、重大な債務の負担  

その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象が生じたと  

きは、その内容  

 該当事項はありません。  

 

５．  債務の履行の見込みに関する事項（会社法施行規則第１８２条第１

項第５号）  

 本件吸収合併後の日本情報クリエイト株式会社の資産の額は、負債

の額を十分に上回ることが見込まれます。  

 また、本件吸収合併後の日本情報クリエイト株式会社の収益状況及

びキャッシュ・フローの状況について、日本情報クリエイト株式会社

の債務の履行に支障を及ぼすような事態は現在のところ予測されてお

りません。  

 よって、本件吸収合併後における日本情報クリエイト株式会社の債

務について履行の見込みがあると判断いたします。  

 

６．  事前開示の開始日以降、効力が生ずる日までの間に上記事項に変更

が生じたときは、変更後の当該事項（会社法施行規則第１８２条第１

項第６号）  

 変更がありましたら、ただちに開示いたします。  

 

 

以上  

 



別紙 1





株式会社リアルネットプロ （単位：　円）

貸 借 対 照 表

2023年03月31日　現在

資産の部
【流動資産】

普 通 預 金 467,053,189

定 期 積 金 29,000,000

売 掛 金 41,349,250

貸 倒 引 当 金 ( 売 ) △628,532

前 払 費 用 3,852,664

未 収 入 金 122,000

流 動 資 産 合 計 540,748,571

【固定資産】

【有形固定資産】

建 物 17,812,960

建 物 減 価 償 却 累 計 額 △1,003,461

附 属 設 備 1,223,404

工 具 器 具 備 品 1,301,277

工具器具備品減価償却累計 △217,625

車 両 運 搬 具 5,553,217

車両運搬具減価償却累計額 △4,761,215

一 括 償 却 資 産 127,636

土 地 787,040

有 形 固 定 資 産 合 計 20,823,233

【無形固定資産】

施 設 利 用 権 13,200,000

ソ フ ト ウ ェ ア 5,017,239

無 形 固 定 資 産 合 計 18,217,239

【投資その他の資産】

投 資 有 価 証 券 2,000,000

出 資 金 10,000

敷 金 3,105,500

差 入 保 証 金 3,700,000

預 託 金 34,010

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 8,849,510

固 定 資 産 合 計 47,889,982

資 産 の 部 合 計 588,638,553

別紙 2



株式会社リアルネットプロ （単位：　円）

貸 借 対 照 表

2023年03月31日　現在

負債の部
【流動負債】

未 払 金 15,819,698

未 払 費 用 6,617,622

未 払 役 員 賞 与 700,000

未 払 法 人 税 等 76,778,800

未 払 消 費 税 等 31,710,400

預 り 金 2,584,172

契 約 負 債 4,204,900

1 年 内 返 済 長 期 借 入 金 20,268,000

流 動 負 債 合 計 158,683,592

【固定負債】

長 期 借 入 金 29,710,000

固 定 負 債 合 計 29,710,000

負 債 の 部 合 計 188,393,592

純資産の部
【株主資本】

資 本 金 30,000,000

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金 370,244,961

そ の 他 利 益 剰 余 金 合 計 370,244,961

利 益 剰 余 金 合 計 370,244,961

株 主 資 本 合 計 400,244,961

純 資 産 の 部 合 計 400,244,961

負債及び純資産の部合計 588,638,553



株式会社リアルネットプロ （単位：　円）

損 益 計 算 書

2022年04月01日 〜 2023年03月31日

【売上高】

売 上 高 514,114,672

売 上 高  計 514,114,672

【売上原価】

当 期 製 品 製 造 原 価 92,972,411

他 勘 定 振 替 高 ( 製 ) △9,921,540

他 勘 定 振 替 高 ( 製 ) △9,921,540

製 品 売 上 原 価 83,050,871

売 上 原 価 計 83,050,871

売 上 総 利 益 431,063,801

【販売管理費】

販 売 管 理 費 計 184,957,847

営 業 利 益 246,105,954

【営業外収益】

受 取 利 息 67,604

受 取 配 当 金 160

雑 収 入 1,623,389

営 業 外 収 益 計 1,691,153

【営業外費用】

支 払 利 息 1,545,457

雑 損 失 3,898,539

営 業 外 費 用 計 5,443,996

経 常 利 益 242,353,111

【特別利益】

固 定 資 産 売 却 益 27,082

特 別 利 益 計 27,082

税 引 前 当 期 純 利 益 242,380,193

【法人税等】

法 人 税 等 99,732,793

法 人 税 等 計 99,732,793

当 期 純 利 益 142,647,400



株式会社リアルネットプロ （単位：　円）

製 造 原 価 報 告 書

2022年04月01日 〜 2023年03月31日

【労務費】

給 料 手 当 38,863,613

雑 給 17,253,262

法 定 福 利 費 8,626,125

福 利 厚 生 費 83,636

労 務 費 計 64,826,636

【製造経費】

外 注 加 工 費 3,214,698

旅 費 交 通 費 2,418,108

通 信 費 14,239,593

消 耗 品 費 557,495

水 道 光 熱 費 304,136

諸 会 費 30,000

地 代 家 賃 6,417,692

支 払 手 数 料 660,504

リ ー ス 料 303,549

製 造 経 費 計 28,145,775

総 製 造 費 用 92,972,411

製 造 原 価 92,972,411



株式会社リアルネットプロ （単位：　円）

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 内 訳 書

2022年04月01日 〜 2023年03月31日

役 員 報 酬 44,300,000

役 員 賞 与 700,000

給 料 手 当 47,751,345

雑 給 2,632,351

法 定 福 利 費 9,978,445

福 利 厚 生 費 2,192,741

外 注 費 117,860

広 告 宣 伝 費 3,857,811

接 待 交 際 費 3,846,197

会 議 費 133,173

旅 費 交 通 費 9,405,821

通 信 費 3,548,976

販 売 手 数 料 5,626,700

販 売 促 進 費 84,000

消 耗 品 費 8,014,058

修 繕 費 203,879

水 道 光 熱 費 488,330

新 聞 図 書 費 18,000

諸 会 費 1,686,250

支 払 手 数 料 3,987,734

車 両 費 577,196

地 代 家 賃 7,054,844

リ ー ス 料 254,607

保 険 料 365,171

租 税 公 課 1,129,517

支 払 報 酬 料 9,571,800

研 究 開 発 費 4,904,301

減 価 償 却 費 4,980,750

貸 倒 繰 入 額 ( 販 ) 413,532

雑 費 6,369,822

運 賃 発 送 費 742,636

研 修 教 育 費 20,000

販 売 管 理 費 計 184,957,847



株式会社リアルネットプロ （単位：　円）

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

2022年04月01日 〜 2023年03月31日

【株主資本】

資 本 金 当期首残高 30,000,000

当期末残高 30,000,000

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金 当期首残高 227,597,561

当期変動額 当期純利益 142,647,400

当期末残高 370,244,961

利 益 剰 余 金 合 計 当期首残高 227,597,561

当期変動額 142,647,400

当期末残高 370,244,961

株 主 資 本 合 計 当期首残高 257,597,561

当期変動額 142,647,400

当期末残高 400,244,961

純 資 産 の 部 合 計 当期首残高 257,597,561

当期変動額 142,647,400

当期末残高 400,244,961



株式会社リアルネットプロ

個 別 注 記 表

2022年04月01日 〜 2023年03月31日

１．この計算書類は、「中小企業の会計に関する指針」によって作成しています。

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1)資産の評価基準及び評価方法

(a)有価証券の評価基準及び評価方
ア 時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法によって処理し、売却原価は移動平均法により算定していま

す。)
イ 時価のないもの

移動平均法による原価法

(b)棚卸資産の評価基準及び評価方法
移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
を採用しています。

(2)固定資産の減価償却の方法
(a)有形固定資産

定率法を採用しています。ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く。）
並びに平成２８年４月１日以降に取得した附属設備及び構築物については定額法を採用していま
す。

(b)無形固定資産
定額法を採用しています。

(3)引当金の計上基準
貸倒引当金    債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収の可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

(4)その他計算書類の作成のための基本となる重要事項
消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

３．貸借対照表に関する注記
      有形固定資産の減価償却累計額 5,982千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
(1)当該事業年度の末日における発行済株式の数 30,000株

５．重要な重要な後発事象に関する注記
      該当事項はありません。




